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平成２７年度 総務省方式改訂モデルによる普通会計財務諸表 

平成２９年３月 

山 梨 県 

 

Ⅰ 作成目的 

財政状況を県民の皆様にわかりやすくご理解いただけるよう、総務省が提示した基準に

基づき、資産・負債の状況、行政サービスの提供に要したコストや資金収支の状況を明ら

かにするため、平成２７年度決算について、普通会計財務諸表を作成した。 

 

Ⅱ 作成方法 

普通会計財務諸表は、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金

収支計算書」の４つの財務諸表で構成し、その作成は、原則として総務省が平成１９年

１０月に公表した「新地方公会計制度実務研究会報告書」の「総務省方式改訂モデル」に

従って作成している。 

 

Ⅲ 平成２７年度普通会計財務諸表の状況 

 

１．財務諸表４表の相関関係 

資産　【2兆8,691億円】 負債　【1兆1,351億円】

・・・・・ ・・・・・

歳計現金　【164億円】

・・・・・

・・・・・
純資産　【1兆7,340億円】

貸借対照表 行政コスト計算書

経常行政コスト　【3,476億円】

経常収益　【112億円】

純経常行政コスト【3,364億円】

＝

資金収支計算書

収入　【4,577億円】

支出　【4,615億円】

歳計現金増減額　【△37億円】

期首歳計現金残高　【201億円】

期末歳計現金残高　【164億円】

＝

＋

＝

純資産変動計算書

期首純資産残高　【1兆7,407億円】

純経常行政コスト　【3,364億円】

一般財源、補助金受入等　【3,417億円】

資産評価替え等　【△120億円】

期末純資産残高　【1兆7,340億円】

＋

＋

＝

 

※数値は、四捨五入して表示しているため、合計や増減が一致しない場合がある（以下、本

文・各表について同様）。 
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２．貸借対照表 

（単位：億円）

１．公共資産 26,700 27,010 △ 309
（１）有形固定資産 26,579 26,883 △ 304
（２）売却可能資産 121 126 △ 5

２．投資等 1,194 1,088 106
（１）投資及び出資金 177 178 △ 0
（２）貸付金 596 606 △ 10
（３）基金等 421 304 116

３．流動資産 797 785 12
（１）現金預金 790 780 11
（２）未収金 7 5 2

資産合計 28,691 28,882 △ 191

１．固定負債 10,003 10,266 △ 263
（１）地方債 8,733 8,977 △ 244
（２）退職手当引当金 1,020 1,026 △ 7
（３）その他 250 262 △ 12

２．流動負債 1,347 1,209 139
（１）翌年度償還予定地方債 1,160 1,019 141
（２）その他 188 190 △ 2

負債合計 11,351 11,475 △ 124

純資産合計 17,340 17,407 △ 67

負債及び純資産合計 28,691 28,882 △ 191

資産の部 H26H27

負債の部 H27

純資産の部

H26 増減

増減

 

 

・資産合計は、２兆８，６９１億円（県民１人当たり３３９万１千円）となっており、今

後見込まれる新たな大規模プロジェクトの実施に備えた公共施設整備等事業基金への積

立など基金等が１１６億円増加した一方で、地価の下落などにより有形固定資産が３０

４億円減少したことなどから、前年度に比べ１９１億円減少している。 

・資産合計の内訳は、道路橋りょうなどのインフラ資産等の公共資産が２兆６，７００億

円（９３．０％）、投資等が１，１９４億円（４．２％）、現金預金などの流動資産が７９７

億円（２．８％）となっている。 

・負債合計は、１兆１，３５１億円（県民１人当たり１３４万１千円）となっており、地

方債（地方債及び翌年度償還予定地方債）が１０３億円減少したことなどにより、前年

度に比べ１２４億円減少している。 

・負債の大半を占める地方債の残高は約１兆円で、負債に占める割合は８７．２％、県民

１人当たり１１６万９千円となっている。 
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３．行政コスト計算書 

（単位：億円）

3,476 3,388 88
１．人にかかるコスト 1,193 1,125 68
（１）人件費 1,024 1,029 △ 5
（２）退職手当引当金繰入 100 27 73

２．物にかかるコスト 1,049 1,036 13
（１）物件費 194 183 11
（２）減価償却費 824 825 △ 1
（３）維持補修費 31 29 2

３．移転支出的なコスト 1,176 1,104 71
（１）補助金等 870 796 74
（２）他会計への支出 17 20 △ 2
（３）社会保障給付 70 67 3

４．その他のコスト 58 122 △ 64
（１）公債費（利払） 105 116 △ 11
（２）回収不能等見込計上額 △ 47 6 △ 53

112 108 4
使用料・手数料等 89 82 7

H27

経常収益

3,280
（経常行政コスト－経常収益）

3,364
純経常行政コスト

増減

84

H26
経常行政コスト

26.0%

19.4%
17.5%

14.6%

22.5%

目的別行政コストの状況

教育

903億円

生活インフラ・

国土保全

674億円産業振興

607億円

福祉

509億円

その他

783億円

34.3%

33.8%

30.2%

1.7%

性質別行政コストの状況

移転支出的なコスト

1,176億円

人にかかるコスト

1,193億円
物にかかるコスト

1,049億円

その他のコスト

58億円

 
 

・経常行政コストの総額は、３，４７６億円（県民１人当たり４１万１千円）となっている。 

税率引き上げの平年度化に伴う市町村への地方消費税交付金の増などにより「移転支出

的なコスト」が７１億円増加したことなどから、前年度に比べ８４億円増加している。 

・性質別行政コストの状況は、「人にかかるコスト」１，１９３億円（３４．３％）、「物にか

かるコスト」１，０４９億円（３０．２％）、「移転支出的なコスト」１，１７６億円（３３．

８％）、「その他のコスト」５８億円（１．７％）となっている。 

・目的別行政コストは、教育９０３億円（２６．０％）、生活インフラ・国土保全６７４億

円（１９．４％）、産業振興６０７億円（１７．５％）、福祉５０９億円（１４．６％）

などとなっている。 

・使用料・手数料等の経常収益は、１１２億円で、経常行政コストから経常収益を差し引

いた純経常行政コストは、３，３６４億円となっている。 
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４．純資産変動計算書 

（単位：億円）

期首純資産残高 17,407 17,587 △ 180

純経常行政コスト △ 3,364 △ 3,280 △ 84
財源調達 3,421 3,082 339
地方税 1,191 977 214
地方交付税 1,332 1,353 △ 21
補助金等受入 613 540 73
その他 285 212 73

△ 124 17 △ 141
その他 0 0 0

期末純資産残高 17,340 17,407 △ 67

増減

臨時損益・資産評価替

H26H27

8,033 8,150

15,120 15,061

144 12

△ 5,890 △ 5,883

△ 10,000

△ 5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

（億円）

純資産の変動

期首純資産残高 期末純資産残高

その他一般財源等

公共資産等整備国補助金等

公共資産等整備一般財源等

資産評価差額

 

 

・平成２７年度末の純資産額は、１兆７，３４０億円（県民１人当たり２０４万９千円）と

なっている。 

・純経常行政コスト３，３６４億円に対し、県税・交付税などの財源調達は３，４２１億円

であり、資産評価替等△１２４億円を計上したことにより、純資産額は平成２７年度中に

６７億円減少している。 

・純資産の項目別の変動は、「公共資産等整備国補助金等」が８，１５０億円で前年度より

１１７億円増加、「公共資産等整備一般財源等」が１兆５，０６１億円で前年度より５９億円

減少、「その他一般財源等」が△５，８８３億円で前年度より７億円増加している。また、

「資産評価差額」が１２８億円減少している。 

・なお、「その他一般財源等」がマイナスとなっているのは、臨時財政対策債の発行など資産

の形成を伴わない負債が存在しているためである。 
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５．資金収支計算書 

（単位：億円）

１．経常的収支 882 961 △ 79
２．公共資産整備収支 △ 145 △ 307 162
３．投資・財務的収支 △ 774 △ 706 △ 68
当期収支 △ 37 △ 52 15
期首資金残高 201 253 △ 52
期末資金残高 164 201 △ 37

H27 H26 増減

 

 

・平成２７年度末の歳計現金残高は１６４億円で、前年度末残高２０１億円と比較し３７億

円減少している。 

・経常的収支は、人件費・補助金等などの支出が２，４８３億円に対し、県税・交付税など

の収入が３，３６５億円となり、収支は８８２億円の黒字となっている。 

・公共資産整備収支は、普通建設事業費などの支出が８２１億円に対し、県債発行などによ

る収入が６７５億円となり、収支は１４５億円の赤字となっている。 

・投資・財務的収支は、県債償還や貸付金などの支出が１，３１１億円に対し、貸付金回収

などによる収入が５３７億円となり、収支は７７４億円の赤字となっている。 
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６．各種指標 

・社会資本形成の将来世代負担比率（地方債残高／公共資産） ３７．１％ 

  公共資産のうち将来返済しなければならない、今後の世代によって負担する割合を示

す指標。 

 

・歳入額対資産比率（資産合計／歳入総額） ６．２７年 

  形成されたストックである資産に何年分の歳入が充当されたかを示す指標。 

 

・資産老朽化比率（減価償却累計額／（償却資産＋減価償却累計額）） ４９．３％ 

  有形固定資産のうち土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合に

より、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているかを示す指標。 

 

・受益者負担比率（経常収益／経常行政コスト） ３．２％ 

  行政コストに対して受益者がどの程度負担しているかを示す指標。 
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＜財務諸表の作成基準＞   

１．共通項目 

会 計 の 範 囲 

デ ー タ の 出 典 

基 準 日 

 

資 産 の 範 囲 

 

 

 

 

資産の評価方法 

 

 

減 価 償 却 

： 

： 

： 

 

： 

 

 

 

 

： 

 

 

： 

普通会計 

地方財政状況調査表（決算統計）、歳入歳出決算報告書等 

平成２８年３月３１日時点を基準とし、出納整理期間（４月１日から５月３１日）の

出入金を取り入れた。 

事業用土地及び建物は財産の調書にある全資産を、物品は県が備える備品原簿のうち

取得価額が５０万円以上のものを、工作物は県が備える公有財産台帳にある全資産を

対象とし、それ以外の資産については昭和４４年度以降（全国的に統計が整備された

年度）整備した県有の社会資本のみを計上。（市町村等への補助金や国直轄事業への

負担金については、除いている。） 

事業用土地は固定資産税評価額や鑑定評価額とし、建物及び工作物は取得価額にデフ

レータを乗じた再調達価額から減価償却費の累計を控除し、物品は取得価額から減価

償却費の累計を控除し算出した。 

資産ごとの耐用年数を基準とし、残存価額ゼロの定額法により減価償却を行ってい

る。（土地は除く。） 

＊主な資産の減価償却期間 

庁舎等５０年、農業農村整備２０年、道路４８年、橋りょう６０年、河川４９年、

砂防５０年、住宅４０年、学校５０年など 

 

２．貸借対照表 

会計年度末における地方公共団体の財政状態（資産保有状況と財源調達状況）を表すものである。 

【資産の部】 

○ 

・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 

 

 

 

公共資産 

有 形 固 定 資 産 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売 却 可 能 資 産 

 

 

 

 

： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

： 

 

 

 

 

事業用土地は、財産に関する調書にある全資産について、固定資産税評価額や鑑

定評価額を再調達価額として計上。 

建物は、財産に関する調書にある全資産について、取得価額にデフレータを乗じ

て再調達価額を求め、減価償却費の累計を控除し計上。 

物品は、県が備える備品原簿のうち取得価額が５０万円以上のものについて、減

価償却の累計を控除し計上。 

工作物は、県が備える公有財産台帳にある全資産について、取得価額にデフレー

タを乗じて再調達価額を求め、減価償却費の累計を控除し計上。 

上記以外の資産については、昭和４４年度以降の決算統計の普通建設事業費を積

上げ、減価償却した値を計上（用地取得費は減価償却しない）。 

現に公用又は公共用に供していない普通財産について売却可能資産として固定

資産税評価額や鑑定評価額を売却可能価額として計上。 
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○ 

・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 

・ 

 

 

 

・ 

・ 

 

○ 

・ 

 

 

・ 

 

投資等 

投資及び出資金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸 付 金 

基 金 等 

 

 

 

長 期 延 滞 債 権 

回収不要・不能見込額 

 

流動資産 

現 金 預 金 

 

 

未 収 金 

 

： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

： 

： 

 

 

 

： 

： 

 

 

： 

 

 

： 

 

 

①市場価格のある有価証券については、年度末（３月３１日時点）の「時価」を

計上。 

②市場価格のない投資及び出資金は、「実質価額」を算出し、連結対象団体以外

に対する投資及び出資金の実質価額が取得原価と比較して３０％以上低下した

場合は、実質価額を貸借対照表に計上。 

③連結対象団体に対する投資及び出資金は、取得原価を投資及び出資金に計上

し、実質価額が取得原価と比較して３０％以上低下した場合は、その差額を投資

損失引当金に計上。 

＊実質価額は、投資・出資先法人等の貸借対照表の資産合計額から負債合計額を

控除した額に、本県の出資割合を乗じて算出。 

年度末の貸付金残高から元金収入未済額を控除した額を計上。 

特定目的基金、土地開発基金、定額運用基金を計上。 

＊基金に含まれる土地のうち、既に事業の用に供されているもの、及び、行政財

産として事業の用に供する見込みが認められかつ時期が明らかにされている

もの以外については、売却可能資産と同様に売却可能価額で評価。 

収入未済額のうち１年を超えて回収がなされていないものを計上。 

貸付金及び長期延滞債権のうち、条例に減免規定があるなど、回収が不要と見込

まれる額及び時効等により回収が不能となることが見込まれる額を計上。 

 

財政調整基金、県債管理基金、歳計現金（形式収支）を計上。 

＊県債管理基金の残高は、地方債の満期一括償還の財源に充てるための積立額を

含む。 

県税の収入未済額と県税以外の収入未済額から長期延滞債権振替額を除いた額

を計上。 

【負債の部】 

○ 

・ 

・ 

 

・ 

 

・ 

 

○ 

・ 

 

 

固定負債 

地 方 債 

長 期 未 払 金 

 

退職手当引当金 

 

損失補償等引当金 

 

流動負債 

翌年度償還予定地方債 

 

 

 

： 

： 

 

： 

 

： 

 

 

： 

 

 

 

地方債残高のうち、期末日より１年以内に返済する額を除いた額を計上。 

債務負担行為のうち、既に確定した債務とみなされるものについて、期末日より

１年以内の支出予定額を除いた額を計上。 

全職員が自己都合で退職した場合の退職手当支給見込額から、翌年度支払予定退

職手当額を除いた額を計上。 

第３セクター等の損失補償債務のうち、経営状況等を勘案して算定した一般会計

等の将来負担見込額を計上。 

 

地方債残高のうち、期末日より１年以内の返済予定額を計上。 

＊翌年度に借り換えが予定されている地方債も含む。 
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・ 

 

・ 

・ 

 

 

 

 

未 払 金 

 

翌年度支払予定退職手当 

賞 与 引 当 金 

： 

 

： 

： 

債務負担行為のうち、既に確定した債務とみなされるものについて、期末日より

１年以内の支出予定額を計上。 

１年以内の退職手当支払予定額を計上。 

翌年度に支払うことが予定される期末・勤勉手当のうち、当該年度負担相当額を

計上。 

＊翌年度の６月に支給する期末・勤勉手当の対象となる期間は、前年の１２月か

ら５月までの６ヶ月となり、このうち１２月から３月までの４ヶ月間に相当す

る額を当年度分の負債として計上。 

【純資産の部】 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

公共資産等整備 

国 補 助 金 等 

公共資産等整備 

一 般 財 源 等 

資 産 評 価 差 額 

 

その他一般財源等 

： 

 

： 

 

： 

 

： 

昭和４４年度からの普通建設事業費に充てられた国庫支出金の累計額を計上。 

ただし、用地取得費に充てられた国庫支出金以外は減価償却を行った。 

資産の部に計上されている公共資産等の財源のうち、国庫支出金、地方債、債務

負担行為以外のものを計上。 

資産の評価替えを行った場合の再調達価額と帳簿価額との差額、及び、無償受贈

資産に係る評価額の合計額を計上。 

資産と負債の差額からその他の純資産を除いた額を計上。 

 

３．行政コスト計算書 

一会計期間における、資産形成を伴わない経常的な行政活動に伴う純経常行政コストを表すものである。 

【経常行政コスト】 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

人 に か か る コ ス ト 

物 に か か る コ ス ト 

移転支出的なコスト 

 

 

そ の 他 の コ ス ト 

： 

： 

： 

 

 

： 

人件費、退職手当引当金繰入等、賞与引当金繰入額を計上。 

物件費、維持補修費、減価償却費を計上。 

社会保障給付（扶助費）、補助金等（補助費等）、他会計等への支出額（繰出

金）、他団体への公共資産整備補助金等（普通建設事業費のうち他団体等へ

の補助金等）を計上。 

支払利息、回収不要・不能見込計上額、不納欠損額を計上。 

 

【経常収益】 

○ 

 

使 用 料 ・ 手 数 料 

分担金・負担金・寄附金 

： 

 

各歳入科目について、発生主義に基づき収入未済額の増減を調整した額を計

上。 

＊総務省方式改訂モデルでは、受益者負担である「使用料・手数料」「分担

金・負担金・寄附金」のみを収益として計上し、その他の地方税や国庫支

出金などは、純資産変動計算書に計上。 
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４．純資産変動計算書 

一会計期間において、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目がどのように変動したかを表すもので

ある。 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

純経常行政コスト 

一 般 財 源 

 

補 助 金 等 受 入 

 

臨 時 損 益 

 

科 目 振 替 

資 産 評 価 替 え 

に よ る 変 動 額 

無償受贈資産受入 

： 

： 

 

： 

 

： 

 

： 

： 

 

： 

行政コスト計算書の純経常行政コストと同額を計上。 

地方税、地方交付税及びその他行政コスト充当財源について、発生主義に基づき

収入未済額の増減を調整した額を計上。 

国庫支出金決算額のうち公共資産等整備に充てた額とその他に充てた額に分け

て計上。 

災害復旧事業費、公共資産の売却に伴う帳簿価額との差額、出資金の減資などを

計上。 

公共資産等整備時の財源投入や処分時の財源増加額など財源の異動を計上。 

貸借対照表に計上された資産の評価替えにより新たに生じた評価差額を計上。 

 

寄附などにより無償で資産を受贈した場合、当該無償受贈資産の有形固定資産計

上額と同額を計上。 

 

５．資金収支計算書 

一会計期間における、地方公共団体の行政活動に伴う現金等の資金の流れを性質の異なる三つの活動に分けて

表示したものである。 

○ 

○ 

 

○ 

経 常 的 収 支 の 部 

公共資産整備収支の部 

 

投資・財務的収支の部 

： 

： 

 

： 

人件費、補助金等、支払利息など経常的な行政活動にかかる資金収支を計上。 

公共資産整備に伴う支出、及び、当該支出に充てた特定財源の資金収支を計

上。 

地方債の償還、貸付金、基金積立金など投資・財務的活動にかかる資金収支

を計上。 

 


